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自動車部門におけるデジタル化の動向を考察するに当たり、本レポートでは、車両の生産や販売に影響を与える技術ではなく、自動車自体へのデジ
タルソリューションの採用に焦点を当てる。本レポートでは、デジタル技術が今日の自動車をどのようにして変革し、未来のコネクテッドカーへと
生まれ変わらせ、より高度なパーソナライゼーション、安全性、快適性を利用者に提供する完全自動運転システムへと進化していくのかについて考
察する。

本レポートにおいて、コネクテッドカーとは、センサーや無線接続ネットワークを介して信号を共有することにより、車載機器、他の車両、歩行者、
交通インフラなど、物理的環境を構成する他の要素を感知したり、他の要素と通信したりできる乗用車（自家用車、タクシーなど）と定義する。本
レポートでは、コネクテッド交通の商業的応用、ならびに、バスや都市鉄道システムなど他の形態の公共交通機関における技術の採用については取
りあげない。

業界での慣例的な考え方（SAE International）によれば、コネクテッドカーは、運転に必要な人間／機械による制御の程度および性質に基づいて、
以下に示す通り、様々レベルに分類できる1。
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レベル0 運転者が、車両の縦方向、横方向の制御を全て自分で行う。接続機能は、聴覚または視覚情報による警報に限定され、
是正措置には人間の介入を必要とする。

レベル1 運転者は、縦方向、横方向のいずれか一方の制御を行う。車両は、運転支援システムを介して、その他の機能を制御
する。

レベル2 車両は、所定の使用状況においてなら、運転支援システムを介して、縦方向、横方向の両方の制御を引き受けること
ができる。ただし、運転者は、運転および交通の状況を監視する必要がある。

レベル3 運転者は、運転状況や環境を常時監視する必要はないが、車両からの要請があれば、制御を再開できる状態を維持し
なければならない。車両は、縦方向、横方向の両方の制御を行う。

レベル4 運転者不在での運転は、一部の所定の使用状況に限られる。そうした状況において、車両は、縦方向、横方向の両方
の制御を行う。また、介入要請に対して反応がなかった場合でも、自ら措置を講じることができる。

レベル5 完全自動運転車があらゆる状況で、全ての運転作業を制御する。ハンドルやペダルといった装備は、車両に必須では
なく、オプションで付けることができる。運転者も必須ではない。



コネクテッドカーの状況を
理解する

グローバル市場全体における乗用車へのデジタル技術の採用が増加し
ており、自動車メーカーは、競争の激しい市場で差別化を図るため、
新たなソリューションの投入に努めている。自動車の計器パネルや
オーディオシステムなど、従来機能の多くは、既にデジタル化されて
いる。OEM（相手先商標製品製造会社）各社は、スマートデバイ
ス・ミラーリング・システム（Apple CarPlay、Android Autoなど）

や安全センサーなどの新たなソリューションの提供を加速させており、
ハイエンドモデルの自動車では、こうしたソリューションが標準機能
となりつつある。このようなデジタル化に向けた競争は今後も激化す
ると予想され、アジア太平洋（APAC）地域内を含む、世界の自動車

産業に広範囲にわたる影響を及ぼすと考えられる。今後数十年の間に
は、より高度な自動運転ソリューションが登場するとともに、非従来
型のデジタル技術企業が、自動車メーカーのパートナーまたは競争相
手として、その存在感を増すと考えられる2。

将来的には、消費者ニーズや人口構成、アーバンモビリティ（都市部
における移動性）のトレンドの変化など、多様な要因によって、
APAC地域におけるコネクテッドカー・ソリューションの採用が進む
と考えられる。
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APAC地域におけるコネクテッドモビリティの推進要因

APAC地域の先進国においては、通勤者の自家用車離れが進んでいる。

優れた公共交通インフラの整備、自家用車の所有コスト（燃料、駐車
場、整備費用を含む）の上昇、各国政府が推進する政策などによって、
多くに人々にとって、自家用車を所有するインセンティブが低下しつ
つあるためである。したがって、今後は、これらの市場でのコネク
テッドカーの採用にあたっては、カーシェアリングやライドヘイリン
グ・サービス（配車サービス）など、新たな形のモビリティにおける
コスト効率や利用者のエクスペリエンスの向上が重視されるだろう。
PwCの試算によると、全自動運転車の導入によって、共同輸送利用時
の1キロメートル当たりの平均コストは、現在のコストの50%未満に

まで減少する可能性がある。したがって、自動運転車の登場は、所有
型の自家用車から、「オンデマンド型モビリティ（on-demand
mobility）」への移行を推進すると予想される。電気自動車も自動運
転車（レベル4および5）と並行して開発が進められ、これら二つの

技術は互いに相性が良いことが明らかになってくるであろう。電気駆
動方式は、オンデマンド型モビリティの可能性を最大限に開花させる
上で好都合であり、人間が介在しなくてもシームレスに充電を行う自
動運転型ロボタクシーが現実のものとなる可能性もある。一方、各国
政府も、自動運転技術の採用によって車両の利用が増加するというシ
ナリオには警戒心を抱いている。そのため、二酸化炭素排出量への影
響を最小限に抑える電気自動車に注目しているのである3。
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所有コストの上昇が、先進国で新たな形の
モビリティを拡大させている

人口構成の変化に伴う技術採用の必要性の
高まり

日本、シンガポール、韓国、香港など、APAC地域の先進国では、
2050年までに高齢者人口の割合が著しく増加し、その割合は、大半

の新興国よりもはるかに高いレベルに達すると予想されている。高齢
者が関係する事故件数の増加に対して日本政府は懸念を高めている。
今後数十年のうちに労働年齢人口の減少という課題に直面する日本は、
現在、その解決策のひとつとして、自動運転技術を重視する計画であ
り、農村地域において、自動運転による高齢者グループの輸送に関す
る試験に着手した。自動車メーカーも、安全性を高めるソリューショ
ンの導入を主導している。2016年に日本国内で販売された車両のう
ち50%以上には、既に、ブレーキを作動させて衝突を回避する自動運
転システムが装備されている。その割合は、欧州の24%、米国の9%
よりはるかに高い4。



APAC地域におけるコネクテッドモビリティの推進要因

APAC地域の発展途上国における新技術の採用は、ますます豊かにな

りつつある中流層の増加と、デジタルに精通した若い消費者によって
牽引される。これらの人々は、移動中のコネクティビティと各種サー
ビスへのアクセス向上を通じて、運転時のエクスペリエンスの向上を
求めている。例えば、中国は、高級車購入者の年齢層が世界的に最も
低い国の一つであるが、これらの若い購入者は、新たなデジタル技術
の採用に高い意欲を示している。中国の高級車購入者の平均年齢が約
37才であるのに対し、米国は54才である。グローバル調査によると、
中国の消費者の65%がコネクテッドカー・ソリューションの採用に意
欲を示しており、その割合は欧州の40%、北米の32%よりはるかに高
い。別の調査では、中国の回答者の50%以上が、コネクテッドカーの

購入（主として交通安全監視、車両状態監視、インタラクティブエン
ターテイメントといったソリューション）のためであれば、さらに
20%の金額を支払ってもよいと回答している。デジタルソリューショ

ンの受容率がこのように高いことから、自動車メーカーとしては、
マーケットシェアを失わないように、次々と新たなデジタルソリュー
ションを投入していくことが必要不可欠となっている5。
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新興国における豊かな人々の増加が車内のコネク
ティビティへの需要を推進

アーバンモビリティに対する懸念が新興国のデジタ
ル化を促進

最後に、都心部での交通渋滞の激化に加えて、交通安全に対する懸念
の高まりから、APAC地域の各国政府は、モビリティの代替オプショ

ンの模索に力を入れるとともに、車両（さらには、より広範な交通イ
ンフラ）へのデジタル技術の装備強化を図っている。推定値によると、
APAC地域では、毎年、700,000人以上が交通事故関連で死亡してい
ると推定される。さらに、最近の研究によると、今後20年間に交通
事故関連の死亡者数と負傷者数が50%減少すれば、当該地域の主要発
展途上国の一人当たりGDPは大幅に増加する可能性がある（タイ22%、
中国15%、インド14%、フィリピン7%）ことが明らかになっている。
このような状況を踏まえ、中国政府は、交通事故を30%削減するとい

う目標を発表した。目標は、自動車販売台数に占める「部分的な自動
運転」車の割合を2020年までに50%に上げるとともに、「高度な自
動運転」車の割合を2025年までに15%にすることによって達成する計
画である6。
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コネクテッドカー・ソリューションの採用

技術開発（5Gネットワーク、先進センサーなど）や消費者需要の高まり

に牽引され、コネクテッドカー・ソリューションの世界市場の規模は、
2017年の530億米ドルから2022年の1,560億米ドルへと、約三倍に拡大す

ると予測される。現在のところ、コネクテッドカー・ソリューションの
採用は高級車モデルが中心であるが、技術の進歩とビジネスモデルの成
熟に支えられ、より価格帯の低いブランドにおける採用が進み、2022年

には販売額で高級車とほぼ等しくなるであろう7。短期的にはコネクテッ
ドカー・ソリューションからの収益が市場関係者の重点分野であり続け
る一方で、長期的には、次世代モビリティサービスや、データに基づく
新たな価値提案など、新たなビジネスチャンスも登場し、2022年以降、
さらなる収益の増加をもたらすと考えられる（図 1.1参照）8。

主要地域で見ると、西洋先進諸国が強力にリードしており、現在、米国
と西欧を合わせて71%のマーケットシェアを確保しているものの、2022
年には66%に低下すると予測されている。APAC地域では、日本と中国が
二大市場で、2017年は両市場合わせて世界のシェアの18%を占め、2022
年には24%に達すると推定される。今後数年間、中国は、コネクテッド

カーに関して、最も成長力の高い市場の一つであると予想される。その
推進要因としては、高い乗用車販売台数（台数ベースで世界最大の自動
車市場）、政府の強力な研究開発支援、デジタル技術企業の強固なエコ
システムの存在があげられる9。日本、中国両方の企業が、極めて近い将
来、より高い段階の自動運転（レベル3以上）を実現するとの目標を公表
しているが、中国やインドなど、APAC地域の新興国における自動運転車

の大規模採用は、インフラ面での制約や運転環境の複雑さといった要因
により、当面の間は限定的である可能性がある。従って、短期的には、
これらの市場での採用は、運転者に「インテリジェントな補助」を提供
する特定のパッケージまたはサービスが中心になると考えられる10。
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コネクテッドカー・ソリューションの採用

図1.1：コネクテッドカーに関する世界的状況の発展

出典：PwC Strategy&『自動運転車の実現への機会とリスク』、2016年；PwCによる分析
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次世代
デジタルソリューション

8PwC |推進力として



次世代デジタルソリューション

自動車会社は、APAC地域におけるコネクテッドモビリティの実現に向け、新たなデジタルソリューションやサービスの検討を、これまでにも増して
進めている。こうした動きは、IoT（モノのインターネット）、先進センサー技術、人工知能（AI）などの技術プラットフォームの登場や、マン・マ
シン・インターフェースの向上によって支えられている。図 2.1 に示す通り、これらの新たなソリューションおよびサービスは、乗用車向けコネク

テッドカーの様々な側面に影響を及ぼしながら、全体としての性能を向上させると考えられる。これらの性能属性には、下図に定義する通り、安全
性、効率、エクスペリエンス、レジリエンスがあげられる。

1. 安全性：自動車の衝突を防止したり、運転者、同乗者、その他の外部関係者（自転車、歩行者など）への事故の影響を最小化したりできる能力。

2.効率：車両性能や交通移動全体を最適化することによって、所要時間および／またはコストを削減できる能力。

3.エクスペリエンス：運転者／同乗者の快適性や利便性を改善したり、よりパーソナライズされた車内環境を提供したりできる能力機能。

4.レジリエンス：車両性能の問題に起因する予期しない混乱の発生や影響を最小化できる能力。
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図2.1. APAC地域における技術主導型モビリティソリューションおよびサービス

出典：PwCによる分析
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以下のページでは、この先、APAC地域の市場で大きな注目を集めると期待される、新たなデジタルソリューションおよびサービスについて詳しく説
明する。

センサーフュージョン11

10

コネクテッドカーの課題：

• 現在のコネクテッドカーは、カメラ、レーダー、超音波、Lidar（ライダー）など、独立のセンサーから得た情報を利用している。これらの個々の
センサーには、それぞれ長所と短所がある。例えば、超音波は、自動車と物体との間の距離を判断するのに適しているが、短距離の場合に限られ
る。一方、レーダーは、天候に関係なく長距離の物体が検出できるが、解像度が低い。Lidarは、高解像度だが、天候不良時には反射が検出できな
い場合がある。

• また、既存のセンサーシステムは、センサーが想定通りに機能しない場合のフェイルセーフ・メカニズムを備えていない。センサーはコネクテッ
ドカーが周囲の環境を把握し、その中を移動する方法に影響を与えるため、センサー技術の不具合は、利用者の安全を損ねる可能性がある。

スマートソリューション：

• センサフュージョンは、様々なセンサー（カメラ、超音波、レーダー、Lidar）から得られたデータを分析し、より包括的な、360度のインサイト
を運転者に提供する技術である。

• 各センサーシステムがそれぞれ独立して警報機能や自動車の制御機能を実行するのではなく、融合型のシステムでは、単一のシステムが一元的に
最終決定を下すことができる。こうすることにより、センサーの一つが想定通りに動作しない場合、それをシステムが識別する上で役立つ。

• 現在、マスマーケット価格の高性能Lidarソリューションがないことに加えて、内部データネットワークの洗練度が低いことが、センサフュージョ
ンの大規模採用を推進する上での主要な障害となっている。OEMは、最近、いくつかのソリューションを投入したが、当該技術はまだ初期段階に
留まっている。だが、コストパフォーマンスの問題の改善とともに、センサフュージョン技術は、今後数年間に採用が加速するはずである。

PwC |推進力として

メリット：

安全性：

センサーデータがより正確かつ迅速に解釈できるようになるため、利
用者の安全性が向上する。その結果、悪天候条件などでの自動車の衝
突や事故のリスクが低減できる。

レジリエンス：

他のセンサーのデータとの比較により、システムがセンサーデータの
異常値を検出できる。その結果、誤検出や検出漏れの数が減り、シス
テム全体の頑健性が向上する。



コネクテッドカーの課題：

• 現在、自動車の保有者は、定期的に自分の自動車を点検に出さなければならない。車両の状態の診断が実施できるのは、そのような予めスケ
ジュール設定された定期点検時に限られる。これは、点検・整備の方法として、非効率的であることは明らかである。修理などが全く必要でない
場合もあるからである。また、運転者は、ダッシュボードに表示される信号をチェックする以外に、車両の健全性を常時監視することはできない。
このような情報不足の結果、予期しない車両故障が生じたり、利用者に不便さをもたらしたりすることがある。

スマートソリューション：

• 遠隔車両診断ソリューションは、無線ネットワークを介して車両データの継続的な監視、評価、報告を可能にするものである。従来型の「予めス
ケジュールを定めた定期点検・整備」モデルから「オンデマンド型の点検・整備」へと変えることができる。センサーや無線通信技術が装備され
た自動車が増えるにつれて、自動車の所有者は、車両の健全性に関して、これまでよりも詳細かつタイムリーな情報にアクセスできるようになっ
ている。しかし、一般的な診断システムのほとんどは、本質的に、事後対応型のシステムである。。

• 次世代ソリューションでは、自動車全体のデータを集約するとともに、そのデータを故障歴や道路の状態、環境要因と相互に関連付けることに
よって、コンポーネントの耐久年数の予測を向上させ、点検・整備のタイミングを予測する。こうすることにより、所有者に必要となる修理時間
やコストを最適化できるとともに、メーカーにとっては、コンポーネントの品質向上に向けて、貴重な情報が得られる。最新のソリューションで
は、人工知能（AI）を活用した診断を行うことができる。内蔵されたAIソフトウェアが、車両の健全性を常時監視するとともに、必要に応じて、
修理のスケジュールを予約する。

• 点検・整備への影響以外に、遠隔診断は、使用状況に基づく保険など、データに基づく新たなビジネスモデルを生み出しつつある。この保険では、
運転パターンを分析することによって、自動車の所有者に、より競争力のある的を絞った見積価格を提示する。このような方法を通じ、企業は、
割引というインセンティブを所有者に与えることによって、所有者の運転行動を調節し、より安全な運転を促進している。長期的には、事故や賠
償請求の支払件数が減少する可能性もある。事故時に収集したデータ（天候、日時、事故発生場所、自動車の速度・方向、急停止・急加速など）
は、責任の所在を明らかにする上で役立つ。保険会社は、代位権を取得する賠償請求を選定し、責任当事者に弁済を求めることが簡単になる。

メリット：
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効率：

信頼性の高い、リアルタイムでの車両監視が可能。これらのシステム
は、今にも起こりそうな不具合について警告し、必要に応じて、所有
者に車両の修理を行うよう指示できる。そのため、間の悪いタイミン
グで車が故障するという事態を避けることができる上に、車両の所有
者にとっては、点検・整備の時間やコストを最適化する上で役立つ。

レジリエンス：

欠陥を早期に検出し、製品の改善が可能になることでレジリエンスが
向上する。サービスプロバイダーが収集したデータを活用して予測分
析を行い、不具合が生じる前に未然に防止したり、修理したりできる。
また、より良い製品が設計できるよう、メーカーにインサイトを提供
できる。

遠隔車両診断12

PwC |推進力として



コネクテッドカーの課題：

• ヒューマンエラーは、今も交通事故の主要原因である。これは、運転者の注意散漫、疲労、危険な車線変更行為など、行動上の問題によるもので
ある。現在のところ、運転者は、運転中、レーンマネジメントやヘッドライトの調整、駐車といった主要な作業の大半を自分でこなしながら、同
時に車両や周囲の環境に対して十分な注意を払う必要がある。それなのに、現在利用できる支援技術ソリューションの大部分（特にそれほど高級
車ではないモデルにおいて）は、個別の警戒警報や情報を提供するだけである。

スマートソリューション：

• ADASソリューションは、必要不可欠な情報と、困難または反復的な作業の自動化を、運転者に提供することを目的としている。あまり複雑でな
い運転支援技術（クルーズコントロール、車線逸脱警報など）が登場してから久しく、これらのシステムの高度化と統合がますます進んでおり、
部分的な自動運転システムへの、最終的には全自動運転システムへの進化が可能となりつつある。

• 安全システムは、差し迫った他の車両との前方衝突しか検知できなかったソリューションから、歩行者や自転車なども、より確実に認識できるソ
リューションへと進化しつつある。また、危険を回避する措置（ブレーキ、車線変更など）を自律的に、かつ、より迅速に実施できるようになり
始めている。センサー による検知には視線上の制約があり、障害物の背後の歩行者は検知できない。そのため、より安全な全自動運転能力を将来
的に確立するため、無線技術の開発（車車間、歩車間、路車間通信）が行われている。

• 安全性に加えて、ADASシステムは、運転の利便性を高めるとも考えられている。スマートパーキングは、支援型から自動駐車ソリューションへ
と進化しつつある。このソリューションを搭載すれば、利用者が下りた後に自動車が自動的に駐車し、再度移動を開始するときには、降車場所に
自動車を呼び戻すことができるようになる。他のソリューションとして、フィンテックサービスと自動運転車とを組み合わせ、自動車がガソリン
スタンドやドライブスルーの注文の支払をできるようにすることが検討されている。

メリット：

12

先進的な運転者支援システム（ADAS）13

安全性：

センサーによる検知機能と無線通信技術とを組み合わせた先進的な安
全システムは、より包括的な情報をリアルタイムに運転者に提供する
と同時に、運転者の判断への依存度を減らす（運転者の判断が無くて
も衝突を回避できるようにする）ことによって、自動車の衝突の削減
に役立つと考えられる。

エクスペリエンス：

自動駐車システムなど開発が進められている新たなADASソリュー

ションは、運転の一層の自動化と快適性の向上を目指している。他に
も、移動中の支払など、反復的で利便性の低い作業の自動化により、
運転時のエクスペリエンスの向上を目指す取り組みもある。

PwC |推進力として



コネクテッドカーの課題：

• ライドヘイリングやカーシェアリングのアプリなど、最新のモビリティコンセプトが、過去数年の間に広く受け入れられるようになってきており、
個人所有の自動車の運転に代わる手段を消費者に提供している。しかしながら、これらのソリューションによって提供されるサービスは、今のと
ころ、大規模採用が進むような価格には設定されておらず、APAC地域の多くの国々では、自動車を所有するコストよりも割高となっている。ま
た、これらのサービスにおいては、利用者の降車地点を判断基準にして運転者が乗車を受け入れることが多いため、待っている利用者を拾うため
の配車ルートの設定があまり効率的ではない。

スマートソリューション：

• 次世代ライドヘイリングとは、ヒトとモノの移動の手段として、インテリジェントな完全自動運転車（おそらく電気自動車）を使って、既存のア
プリベースのサービスを「オンデマンド」で実現する、という構想である。

• ライドヘイリング・サービスと自動運転を組み合わせることにより、オンデマンド型のモビリティが可能になると考えられる（しかも、運転者の
必要すらない）。このような自動運転型ロボタクシーが大量に導入されれば、1キロ当たり利用価格を大幅に削減することが可能となり、自家用
車の所有とコスト面で十分競争できるようになると考えられる。このような変化は、消費者の自家用車離れが進んでいる先進国においてより顕著
となるだろう。

• 電気駆動式ロボタクシーが、自分で充電ステーションに移動し、充電を行うようになれば、エネルギー貯蔵バッファとしての役割も果たすことが
できるようになると考えられる。車車間のコネクティビティを活用することによって、常時、全ての顧客ニーズを満たすことができる、十分な数
の自動運転型タクシーが稼働しているようにすることもできる。

13

次世代ライドヘイリング14
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メリット：

効率：

これらのサービスは、需要と供給とを効率的に結び付け、道路・交通
状況に応じた最適なルート設定を行うことにより、車両使用率と燃料
効率を向上させる。その結果、1キロ当たり利用価格の低下（効率向上、

人件費の削減）につながり、自家用車よりも自動運転型タクシーの採
用が促される。

エクスペリエンス：

移動時間が短縮される上に、需要のダイナミックな変化を把握するこ
とにより車両の可用性が改善されるので、利用者のエクスペリエンス
が向上する。また、幅広いカスタマイズの可能性が提供される（利用
者が予め指定した温度、音楽、その他の設定に関する好みをコネク
テッドカーが提供）。



コネクテッドカーの課題：

• 近年、自動車のユーザーインターフェイスは改善が進んでいるが、現在利用できる自動車の大半は、簡単かつ安全なコネクティビティの実現に苦
心している。現在提供されている車内インターフェースは、スマートフォンなど、他のメディアプラットフォームほどは、直感的で使いやすいも
のではない。また、携帯電話や車内でのエンターテイメントの利用拡大に伴い、運転者の注意を散らす可能性があるものが増えている。これは、
自動車の利用者にとって重大なリスクをもたらす。

• 最後に、自動車ベースのアプリやサービス上で扱う個人データ量の増加に伴い、コネクテッドカーが直面するデータセキュリティ上のリスクが高
まっている。しかし、非常に複雑であったり、時間がかかったりする認証プロセスを設ければ、これらのソリューションが広く浸透するのを妨げ
る可能性がある。

スマートソリューション：

• 次世代インターフェースは、言語、触覚、視覚などを通じた新技術（音声制御、自然言語処理、対話型ディスプレイ、拡張現実など） により、車
内で高度な制御を可能にする。これらのインターフェイスは、これまでよりも直感的に操作でき、いっそう自動化されたものとなると同時に、ビ
デオ、コネクティビティ、カメラの能力が向上する。

• また、これらの新たなインターフェイスは、強力な認証技術（バイオメトリクスなど）の採用により、運転者が正確に識別できるようにし、自家
用車におけるデータ利用を保護する。こうした認証技術は、アプリベースのサービスにおいて、認可を受けた運転者しか顧客を乗せることができ
ないように保証するためにも活用することができる。この点は、現在、配車サービスを提供するサービスプロバイダーにとって、重要な安全上の
懸念となっている。
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次世代インターフェース15
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メリット：

安全性：

運転者の注意をそらすことなく、運転者が車
内の各種機能を利用したり、運転作業を行っ
たりできるようにする。また、必要な警報信
号を発したり、事故に際しては、車両と救急
サービスとの間の通信を簡素化する。

エクスペリエンス：

音楽、温度、その他のパラメーターを個人に
合わせてカスタマイズし、よりパーソナライ
ズされたエクスペリエンスを提供する。また、
対話型ディスプレイ、拡張現実、音声制御な
どの機能により、エクスペリエンスを強化す
る。

レジリエンス：

データのセキュリティを向上させるため、よ
り頑健でありながらも、使いやすい認証イン
ターフェイスを提供する。これは、従来型の
自動車の所有者やモビリティサービスの利用
者に、コネクテッドカー技術への信頼感を高
めてもらい、採用を促す上で不可欠である。



成功のために必要な能力

15PwC |推進力として

コネクティビティに対する消費者需要が成長を続ける中、従来型自動車
メーカーは、製品開発サイクルの短縮、顧客関係管理の強化、強力なデー
タ分析スキルなど、デジタルビジネスの運営に必要な能力の多くを欠いて
いる。そのため、新たなデジタルソリューションを十分に導入することが
できない。自動車会社はまた、押し寄せるデジタル化の波から利益を生み
出すためには、一連の支援能力を構築する必要がある。これらの能力の確
保（新たなパートナーシップの確立、データ管理スキルの開発、デジタル
面で整合した組織の構築）は、自動車メーカーが、最適なデジタル変革戦
略を推進していく上で不可欠である。



複数の業界に及ぶパートナーシップの確立

この先、自動車関連ビジネスで成功し続けるためには、従来型の自動車会社も、新たな業界の企業と緊密に協力していく必要がある。例えば、ソフト
ウェア開発会社、デジタル・サービス・プロバイダー、通信ネットワーク事業者、技術ハードウェアサプライヤー、他のサービス部門の関係者（保険
会社、決済ネットワークなど）と協力し、製品の市場投入までのスピードを加速し、競争相手に顧客を奪われないようにしなければならない。驚くに
は当たらないが、世界の自動車メーカーの重役の多くも（73%）、コネクテッドカーの将来的採用を推進する、最も実現性の高い戦略として、複数の

業界間での連携を検討している16。一方で、デジタル技術企業でさえも、自動車関連分野において独力で競争していくのは難しいことがわかるであろ
う。自動車会社は、現在も、顧客からの非常に大きな信頼を保ち続けている。デジタル関連の参入企業が、製品の品質と信頼性の面で、大手一流自動
車メーカーと競合していくのは難しいと考えられる。世界の主要コネクテッドカー市場を対象に実施した最近の調査は、このような傾向を浮き彫りに
している。調査結果によると、顧客は、自動運転車の開発に関して、大手一流自動車ブランドを最も信頼しており、技術企業や新興自動車メーカー、
ライド／シェアリング関係企業など、他の業界参入企業への期待を上回っていた。消費者による自動車メーカーへの信頼を受けて、APAC地域（特に

中国）の大手インターネット関連企業も、コネクテッドカー分野への進出に当たっては、主として自動車会社とのパートナーシップという形をとって
いる。これらの技術企業が、コネクテッドカーのオペレーティングシステム、データ分析、ネットワークセキュリティ、その他のデジタルサービスな
どの側面に重点を置いているのに対し、OEMの専門知識は、自動車の設計、試験、販売、アフター サービスの分野に広がっている。両者が協力し、
互いの能力を補い合うことにより、同産業の開発速度を加速している17。

また、コネクテッドカーのような、まだ誕生間もない、ダイナミックに成長を遂げつつある産業部門にとって、より幅広いエコシステムを構築してい
くためにも、パートナーシップは不可欠である。この点においては、民間企業同士の協力とともに、研究機関や産業シンクタンクなどとの連携も重要
になると考えられる。このような提携により、関係者は、インフラと市場開発のコストを共有できる一方、コアテクノロジーや標準の共同開発を通じ
て採用のペースを加速することができる。一例をあげれば、ある大手グローバル自動車メーカーは、インターネット企業、技術プラットフォーム開発
企業、サブシステム製造メーカー、宇宙研究機関、グローバルの非営利組織など、複数の事業体とパートナーシップを結んで、都市交通向け無人自動
運転車を開発し、2020年までに市場投入しようと計画している。別の例をあげると、世界の大手自動車会社数社が、技術企業、非政府組織、学術機関
と力を合わせ、Mobility Open Blockchain Initiative（MOBI）を立ち上げた。このコンソーシアムは、ブロックチェーンソリューションを通じて、支払
いや車車間のデータ共有などのアプリケーションを可能にする共通標準の開発を目標としている18。
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データは、未来のコネクティッドカーを推進する新たな燃料になると予
想される。これまでのところ、自動車ブランドと最終消費者との間には
限られたタッチポイントしかなかった。そうした状況は、コネクテッド
カーの登場によって大きく様変わりすることになる。自動車は、未来の
モバイル・データ・センターへと生まれ変わるのである。推定値による
と、コネクテッドカーに関係する、200以上のデータ利用事例が、これ

までに特定されている。しかし、現在までに収益化されているのは、う
ち15%に過ぎず、莫大な成長の可能性があることを示している。デジタ
ルソリューションを利用すれば、OEMは、最終消費者との間で、より直

接的な関係を築くことができる。多数のタッチポイントによって、企業
は、運転行動、製品の使用パターン、交通状況、車両性能への理解を深
めることができる。将来的には、ダイナミックなリアルタイム情報を利
用して、消費者に最適な選択肢（予知保全など）を予見的に提案できる
ように進化すると考えられる。その結果、OEMは、よりパーソナライズ

された製品、的を絞った販売戦略、効率的なアフターケア業務を通じ、
継続的な改善を図ることができるようになる19。

自動車メーカーは、バリューチェーンを形成する外部パートナーとの協
力により、情報交換のための、より洗練されたプロセスを共同開発・採
用していく必要がある。データ共有を促進するインセンティブをもたら
し、データの機密性に対する懸念に対処することができるような情報交
換プロセスである。また、大量のデータフィードにアクセスできるよう
になるので、企業は、データ・オーナーシップ（組織内部でのデータ管
理責任者）、データ共有（どのような場合にデータを共有ないし秘匿す
るのか）、紛争解決（パートナーとのデータ関連の問題）といった課題
に関する指針を成文化して、既存のデータガバナンス標準を大幅に強化
する必要がある。さらに、消費者の信頼を確保するためには、ユーザー
データの収集・整理における非侵襲的方法の採用や、より頑健なリスク
管理の枠組みが不可欠であると考えられる。そのためには、自動車メー
カーは、進化するサイバー犯罪リスクが理解できる人材を雇用・育成し
なければならない。その際、侵入検知、セキュリティアーキテクチャお
よび分析、インシデント対応・回復などの分野に焦点を当てる必要があ
る20。
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適正な組織の構築

産業間パートナーシップに加えて、高級自動車ブランドの多くは、特定の能力の社内育成を検討している。また、それゆえに、成功に不可欠と見なさ
れるシステムを掌握するため、技術系スタートアップ企業の買収を進めている。しかし、自動車業界の伝統的経営モデルがデジタルビジネスの要件に
十分には合致していないため、これらの親会社は、組織構造の再調整を図り、自社のビジネスモデルの敏捷性と柔軟性を強化する必要がある21。その
ため、自動車メーカーは、短期的には「二速」の組織を形成し、デジタル子会社と従来のビジネスの分離を図っている。それとともに、業界の成熟・
収斂に合わせて、長期的には、その両者の統合を目指している。親ブランドのもとで経営を行う一方、コネクテッドカーを担当するこれらの新ユニッ
トは、独立した分散型の意思決定構造によって、イノベーションを可能にしていく必要がある。また、組織は、（先進的な分析プラットフォームや統
一的な通信ソリューションの採用などによって）適切なインフラを構築し、新たな次元のデジタル時代へと効果的に移行していく必要がある。さらに、
雇用・引き留め戦略について定めた、詳細なスキル開発計画を策定するとともに、エンジニア（自動車、ソフトウェアの両方）、データサイエンティ
スト、マーケティング担当者からなる部署横断的なチームを形成し、狙い通りの影響を及ぼしていく必要がある22。

加えて、民間部門は、コネクテッドカー業界を発展させるために、政府関係者とも協力していく必要がある。政府の管理下にある成長要因（交通イン
フラの状態、モビリティ関連規制など）に大きく依存していることを考慮しなければならない。APAC地域の各国政府は、的を絞った研究を委託して

技術の採用が及ぼす社会経済的影響を理解するとともに、それぞれの市場に応じたコネクテッドモビリティのビジョンを策定し、民間部門（大企業お
よびスタートアップ企業）がその方向に進む上で必要となる適切な条件を整える必要がある。政府関係者は、自動運転車をはじめとする代替的なモビ
リティソリューションの推進を主導するとともに、エコシステムの他のメンバーと協力し、新技術の試験を促進したり、業界標準を策定したり、消費
者を教育したり、安全性やデータプライバシーに関する懸念に対処したりすることが不可欠である。このような重大な役割を認識し、自動車会社も、
政府と一層効果的に連携するスキルを学ぶ必要があるだろう。企業は、自国政府と協力し、主要な政策や基準を共同で策定する必要がある一方で、コ
ネクテッドカー関連企業のリーダーも、現地のスマートシティ・イニシアティブや他の政府機関（都市計画、交通など）に働きかけ、特定の地域に適
したサービスモデルを共同で構築するとともに、適切なパイロットプログラムを設計・実施していなければならない23。
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事例：

シンガポールの民間企業や業界機関は、シンガポール政府と協力し、個人向け、商
業的モビリティソリューションの両方に焦点を当てて、自動運転車の採用促進に取
り組んでいる。

複数の業界に及ぶ組織、Committee on Autonomous Road Transport for Singapore
（CARTS）が、技術導入の段階的ロードマップの立案・監督の責任を担い、複数の

民間企業、政府省庁、学術機関の代表者が参加している。技術系スタートアップ企
業や研究機関も政府機関と提携し、新たなソリューションの開発・試験を行ってい
る。例えば、南洋理工大学とシンガポール陸上交通庁は、Centre of Excellence for
Testing and Research of AVs-NTU（CETRAN）を共同で設立した。同センターの目

的は、自動運転車の試験・認証に関する業界規制の作成、ならびに、技術スキルの
開発を促進することにある。CETRANは、世界的な自動車OEM、大手自動車部品

メーカー、その他の複数の業界団体とさらにパートナーシップを結び、世界の動向
を把握したり、CETRANのテストコースでの試行を促進したりしている24。



まとめ
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APAC地域のコネクテッドカー市場は、現在、急速に拡大している。車

内でのコネクティビティへの需要の高まり（新興国）、オンデマンド型
モビリティへの移行（先進国）、交通安全の向上と渋滞緩和の必要性
（APAC地域全体）など、複数の要因によって、自動車メーカーとデジ

タル企業や政府との協力が推進され、より高度なコネクテッドモビリ
ティ・ソリューションが開発されると考えられる。コネクテッドカーは、
メディア消費のための次の主要なプラットフォームになると広く予測さ
れており、APAC地域の主要市場（日本と中国）においては、デジタル

ソリューションの強力な成長が見られると予想されている。そのため、
APAC地域の自動車会社は、今後、高い利幅を確保しようと、消費者の

エクスペリエンスと車両性能の向上に熱心に取り組むとともに、新たな
デジタルソリューションの提供に着手すると考えられる。

これらの新たなデジタルソリューションは、四つの主要属性（安全性、
効率、エクスペリエンス、レジリエンス）に沿って、モビリティの性能
に影響を与えることにより、衝突に対する安全性を向上させ、移動時間
とコストを最適化し、より快適かつパーソナライズされたエクスペリエ
ンスを提供し、突然発生するトラブルや混乱を最小化するであろう。し
かしながら、自動車会社が、デジタル駆動型ビジネスへの変革を効果的
に遂げるためには、他のいくつかの重要な側面に焦点を当てる必要もあ
る。新たな部門横断的パートナーシップやデータガバナンス手法を確立
する必要があるとともに、従来型組織構造の再調整を図り、将来の激し
い競争環境の中で活動していく上で必要となる敏捷性と柔軟性を備えた
組織を構築していかなければならない。
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